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競争の機能の評価と競争政策の設計
――ジョン・リチャード・ヒックスの非厚生主義宣言――
鈴村興太郎＊
1. は じ め に
ジョン・リチャード・ヒックスといえば，ワル
ラス，パレートの一般均衡理論とヴィクセル，リ
ンダールの資本理論を総合した『価値と資本』に
よって，正統派経済学の頂点を極めた経済学者で
ある。ヒックスはまた，ライオネル・ロビンズの
根底的な批判［Robbins（1932,1935）］を浴びて
挫折したアーサー・セシル・ピグーの【旧】厚生
経済学［Pigou（1920,1952）］の情報的基礎を，
序数的で個人間比較不可能な厚生概念で置き換え
て【新】厚生経済学の基礎を構築するうえでも，
大きな貢献を果している。その彼が『世界経済
論』［Hicks（1959）］の序文で，新旧を問わず伝
統的な厚生経済学を通底している《厚生主義》
（welfarism）との訣別宣言を行ったことは，現
在振り返ると規範的経済学の重要な転機だったと
いって過言ではない。ヒックスは，競争の法と政
策の分析に正統派の経済学が殆んど貢献できなか
った理由はなにかと自問して，その理由は安全・
自由・衡平のような原理的な問題を正統派の経済
学が回避してきたことにあると自答したのである。
この自己批判を踏まえて，ヒックスは《自由主
義》（liberalism）的な【善】も《厚生主義》的
な【善】と同格に位置付けられ，比較衡量される
べき【善】であることを承認して，視野狭窄な厚
生主義的アプローチとの訣別を宣言したのだった。
残念ながら，ヒックス自身のその後の研究も，
理論的産業組織論や競争政策の経済分析の最近の
展開も，ヒックスの問題提起を踏まえた規範的経
済学を十分に発展させてきたとは到底いえそうに
ない⑴。とはいえ，1970年代以降の規範理論――
道徳哲学・政治哲学・厚生経済学――の大きな潮
流は，ジェレミー・ベンサムの功利主義哲学を源
流とする厚生主義的アプローチの束縛をようやく
脱却して，選択の自由・手続き的衡平性・参加の
権利など，自由・衡平・権利への関心に深く根差
した非厚生主義的アプローチを開花させつつある。
1970年代初頭に社会契約論的な道徳哲学の復興
をもたらしたジョン・ロールズの正義論［Rawls
（1971）］，自律的な選択に基づく責任と社会的な
補償の権利を巡る新たなパラダイムを築き上げた
ロナルド・ドウォーキンの平等論［Dworkin
（2000）］，福祉の経済学の新たな建設作業の道標
となったアマルティア・センの自由論［Sen
（1985,1999）］などは，その特に顕著な数例であ
るに過ぎない。規範理論の世界に誕生したこの新
たな潮流を競争法と競争政策の経済分析に反映さ
せて，ヒックスがつとに提唱した競争の法と政策
に対する非厚生主義的アプローチを推進すること，
その観点に立脚して日本の競争の法と政策の再設
計に踏み出すことは，現代日本の経済学者が正面
から受け止めるべき挑戦的な課題である。本稿は，
この大きな課題に取組む準備作業として，パイロ
ット・スタディを意図して書かれている。
2. 競争の機能の評価
経済学において競争概念がもつ重要性は，ハロ
ルド・デムゼッツの「競争の経済的・法的・政治
的な諸側面」［Demsetz（1982）］という講義によ
＊ 一橋大学経済研究所・公正取引委員会競争政策研究センター
って，的確に強調されている。競争なくして経済
学に固有の意義はないという彼の主張に対して，
正面からこれを否定できる経済学者は殆んどいな
い。とはいえ，競争概念の意味に関しても，また
経済厚生におよぼすその影響に関しても，実は経
済学者の間には異論の余地が大きくある。まして
政策当局者や一般市民の間には，競争の機能とそ
の意義に関して，統一した理解が確立していると
は到底いえそうにない。この事実を反映して，自
由主義的な経済社会における競争の機能とその意
義に関しては，２つの通念が根強く存在している
といってよい。
第１の通念は，経済学の始祖アダム・スミスと
不即不離の関係にある通念である。自由で分権的
な市場経済は，私的利益を追求する市場における
競争を通じて，あたかも神の《見えざる手》に導
かれるがごとく，社会的に望ましい資源配分を実
現するというのがこの第１の通念である。現代経
済学者の大多数は，《パレート最適》な資源配分
と《完全競争》的な市場機構がもたらす資源配分
が表裏一体の関係にあるという主旨の《厚生経済
学の基本定理》を理論的媒介項として，多かれ少
なかれこの第１の通念に支配されているのである。
しかし，《完全競争》という参照標準は，言葉の
日常的な意味における《競争》の余地がもはや存
在しない極限的な市場《状態》を表現する概念で
あるにすぎず，市場における競争《プロセス》の
意義を理解したり，競争政策の判断基準として用
いたりすることは無意味だという批判が，オース
トリア学派の経済学者フリードリッヒ・ハイエク
などによって，つとに提起されてきた。この第１
の通念の支配には，経済学者の間でも大きな揺ら
ぎが存在するのである⑵。
しかるに，コンテスタブル市場理論を創始した
ウイリアム・ボーモルは，この第１の通念に対し
て，的確な言い換えを与えている。彼によれば，
「産業組織論の標準的な分析は，産業のパフォー
マンスの望ましさに関して，規制されない純粋独
占を最悪の極限，完全競争を最善の極限とするス
ペクトラムが存在して，企業数が増加するにつれ
て資源配分の効率性は単調に改善されるという印
象を与えている」というのである⑶。この形式の
第１の通念は，実際に広範かつ根強く抱かれてい
るように思われる。
これとは対極にある第２の通念によれば，「過
ぎたるは及ばざるがごとし」という格言は，競争
の社会的効果に対しても的確に妥当する。この通
念を象徴する表現こそ，日本における産業政策お
よび競争政策に関する議論で頻繁に使われてきた
《過当競争》という表現に他ならない。歴史を遡
っていえば，福沢諭吉の『福翁自伝』には，ある
有名な逸話が残されている。彼が徳川幕府のお役
人にアメリカの経済学の教科書を紹介して翻訳を
依頼されたというのだが，その教科書で重要な役
割を果たす概念こそ，まさにcompetitionだった。
この用語に対応する日本語が当時は存在しなかっ
たため，福沢は《競争》という自らの造語をあて
たが，この訳語を見た幕府のお役人は「これは穏
やかではない。経国済民の基本原理が争うとか競
うといった生臭い話であっては困る」といったと
いうのである。このような競争観は，決して江戸
幕府のお役人レベルに留まるものではない。戦
前・戦後を通じてミクロの経済政策に関する議論
で頻繁に用いられてきた《過当競争》という表現
は，競争は精々のところ必要【悪】であるに過ぎ
ないというこの伝統的な競争観を，まさに的確に
象徴しているというべきである。
第１の通念と第２の通念とは，明らかに真っ向
から対立している。もし競争は社会的に有意義な
機能を果たすメカニズムであるという第１の通念
が正しいのであれば，競争メカニズムの機能が過
剰であるという表現は用語法上の矛盾であるから
である。それでは経済学の標準的な理論は，競争
が社会的に過剰となる可能性について，どのよう
な診断を下しているのだろうか⑷。
もし仮に，ボーモル流に表現された第１の通念
が正しいとすれば，ある産業内で競争する企業数
の増加とともに，その産業のパフォーマンスは単
調に改善されることになるはずである。したがっ
て，この産業に新規参入するインセンティブが消
滅する限度に到るまでの企業数の増加は，社会的
に【善】をなすことになる。ところが，主として
1980年代半ば以降の理論的産業組織論の成果に
よれば，企業側に新規参入のインセンティブが消
滅する《均衡企業数》は，社会的に【最善】の企
業数と比較しても【次善】の企業数と比較しても，
過剰になるケースが広い範囲で存在することが論
証されている。そのようなケースとは，
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⑴ 産業内で供給される財が同質的であること，
⑵ 産業内の競争形態が寡占的競争であって，
企業間競争が数量を戦略変数として行われる
こと，
⑶ この財の生産には大規模の設備が必要とさ
れるために，固定費用が大きいこと，
という３つの特徴を備えたケースである。いみじ
くも，高度成長期の1960年代の日本経済におい
て設備投資の《過当競争》が発生したとされる産
業は，製鉄，石油精製，紙・パルプ，精糖，石油
化学など，まさしくこれら３つの特徴を備えた産
業であった。この限りにおいて，競争に関する第
１の通念は理論的にも経験的にも根拠が薄弱な神
話に過ぎず，競争メカニズムに対する盲目的な信
仰には歯止めを掛ける必要があるかに思われる。
とはいえ，それでは第１の通念の対極にある競
争は必要【悪】という第２の通念の正しさが保障
されたのかといえば，決してそうではない。その
理由は少なくとも２つある。
第１に，企業数の【最善】，【次善】を判定する
理論的産業組織論の評価基準は，消費者余剰と生
産者余剰の和として定義される社会的総余剰であ
る。均衡企業数が，社会的に【最善】の企業数と
比較しても【次善】の企業数と比較しても過剰に
なるという主旨の《過剰参入定理》は，まさに社
会的総余剰というこの判定基準がもつ危険性を例
示するものだというべきなのである。事実，均衡
企業数から限界的に企業数を減少させれば，一方
では残存企業の価格支配力が増大することによっ
て消費者余剰の減少が生じるが，他方では残存企
業が規模の経済性を一層享受することから生産者
余剰が増大して消費者余剰の減少を凌駕するため，
社会的総余剰は結果的に増加することになる。過
剰参入定理の基礎には，生産者余剰の増加が消費
者余剰の犠牲を補って余りあるというこの事実が
潜んでいるのである。このように，競争は必要
【悪】であることを示すかに思われる過剰参入定
理は，生産者重視的な暗黙の価値判断を前提して
始めて成立する命題であることを，われわれは忘
れるべきではないのである。
第２に，過剰参入定理のメッセージを受け入れ
て企業の新規参入を規制しようとすれば，政府は
利潤のインセンティブを道標とする企業の自由な
参入・退出の意思決定を放置せず，社会的な【最
善】ないし【次善】の見地から，企業行動に裁量
的に介入することになる。しかし，裁量的な規制
を的確に行うためには，政府は企業の内部構造に
関する私的情報を正確に知っている必要があるが，
企業側は自らを拘束する行政的介入の目的で必要
とされる情報を，自発的に政府側に提供するイン
センティブをもってはいない。そのため，実際の
参入規制や投資規制は，生産能力やマーケット・
シェアなど，簡単に数値化可能な指標にしたがう
序列に基づいて参入や投資の優先順位を定める
《シェア原則》（share principle）に則って行われ
がちである。このようなルールにしたがう規制行
政の帰結は，まことに逆説的なものとなる。《過
当競争》を抑制するという本来の意図とは裏腹に，
規制行政による優先措置を確保するために市場環
境が正当化する限界を越えて各企業が生産能力や
マーケット・シェアなどの拡大競争に奔走する結
果として，《過当競争》はさらに深刻化すること
になるからである。このように，「理想的で聡明
な規制は無政府的な競争に優る成果を生む」
［Panzer（1980）］にせよ，私的情報の壁に妨害
された不完全な政府規制の成果は，むしろ無政府
的な競争の成果にも劣ることになる可能性を否定
できないのである。
アルフレッド・マーシャルには，「経済学の短
い命題はすべて誤っている」という有名な警句が
あるが，この警句に倣っていえば「競争と厚生に
関する簡潔な通念はすべて誤っている」というべ
きなのかもしれない。だが，ジョン・ケネス・ガ
ルブレイスが『豊かな社会』のなかでかつて巧妙
に指摘したように，通念の本当の敵は観念ではな
くて事実の進行である。しかも，ナポレオンの近
衛師団と同じく，通念は死んでも降伏しない。競
争の法制度と政策措置を正しく理性的に設計する
ためには，その前提条件として経済のグローバル
化と情報化という事実の大きな進行を踏まえて，
われわれは競争の機能に関する通念の呪縛を自覚
的に断ち切る必要があるのである。
3. 経済機構を評価する価値の視点：
《帰結》・《機会》・《手続き》
競争的市場機構をひとつの典型例とする経済機
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構の社会的機能を評価するためには，２つの基本
的な評価方法がある。第１の方法は，経済機構が
もたらす資源配分上の《帰結》（consequence）
にもっぱら注目するという意味で，《帰結主義》
的な評価方法である。特に，帰結を表現するため
の情報源を，ひとびとが享受する《厚生》（wel-
fare）にもっぱら求める帰結主義的な評価方法の
特殊ケースは，《厚生主義》的な評価方法と呼ば
れている。本稿の冒頭に触れたヒックスの宣言は，
まさにこの意味で厚生主義的な評価方法に立脚す
る伝統的な厚生経済学に対して，最終的に訣別を
告げるものだったのである。第２の方法は，経済
機構の資源配分上の帰結を無視しないまでも，そ
れと平行して，その《手続き》（procedure）的
な特徴や，ひとびとに提供する選択の《機会》
（opportunity）などにも注目する方法であって，
《非帰結主義》的な評価方法と呼ばれている。
この分類方法を用いれば，競争に関する２つの
伝統的な通念は，いずれも厚生主義的な評価方法
に基づいていることに注意したい。資源配分のパ
レート最適性や社会的総余剰を評価基準とする
【最善】や【次善】の判断は，いずれも競争メカ
ニズムがもたらす資源配分状態という《帰結》を
経済《厚生》の観点から評価して得られたものに
他ならないからである。このように，一見すると
真っ向から対立するかに思われる２つの通念は，
競争の機能を評価する情報的基礎に則していえば，
いずれも厚生主義という特殊な観点に拘束されて
いるという意味では，同じ穴の に他ならないの
である。
ケネス・アロー［Arrow（1987）］がある機会
に的確に指摘したように，経済の政策や機構を巡
る経済学者の伝統的な考察は，おしなべて帰結主
義的な評価方法――なかんずく厚生主義的な評価
方法――に基礎を据えていたといっても過言では
ない。この狭隘な情報的基礎を批判して厚生主義
との訣別宣言に踏み出したヒックスの意図は，非
常に簡潔・明瞭である。厚生主義が経済の政策や
機構に対する評価の情報的基礎から排除する側面
――いわゆる非経済的側面――に関係をもたない
経済の機構や政策は，実際には存在不可能である。
それだけに，経済学者が経済機構の設計や経済政
策の立案に関する勧告を行う場合には，彼はその
設計や政策のあらゆる側面に対して，全面的に責
任があることを承認すべきである。換言すれば，
経済機構や経済政策の社会的評価に際して，経済
学者は《厚生》という特殊なフィルターによって
考慮に取り入れる情報を恣意的に篩い分ける慣行
に安住して，厚生主義的な判断・評価に自己の課
題を限定すべきではない。帰結の非厚生主義的な
特徴や，帰結をもたらす社会的選択の手続きとか，
最終的な帰結の背後にあって選択される機会があ
った選択肢など，より広い情報的基礎を活用して
政策のあらゆる側面を考慮に取り入れる慎慮的な
評価・判断を形成することこそ，責任ある経済学
者が引き受けるべき任務なのである。
ヒックスによる厚生主義への訣別宣言は，若く
して極めた正統派経済学の頂点で安眠を貪るどこ
ろか，自ら建設に大きく寄与した【新】厚生経済
学の情報的基礎を完膚なきまでに自己批判して，
経済機構の設計や経済政策の立案に関する提言の
あるべき姿を真摯に探究した思索の記録として，
いまも衝撃的なインパクトをもっている。だが，
厚生主義の致命的な欠陥を指摘するとともに，非
厚生主義的，非帰結主義的な厚生経済学の基礎を
構築する作業に関しては，ヒックスは多くの果実
をもたらしたとはいえない。厚生主義批判と非厚
生主義的な厚生経済学の基礎構築の双方に先駆者
的・指導者的な役割を果したのは，現代の厚生経
済学者・経済倫理学者アマルティア・センだった。
以下では，帰結主義，厚生主義に拘泥した場合に
は見落としてしまう危険性を例示する具体例を挙
げて，非帰結主義への跳躍の不可避性を示唆する
ことにしたい。
センの『福祉の経済学――財と潜在能力――』
［Sen（1985）］は，彼が建設途上にある新たな福
祉の経済学の基礎を述べた魅力的な講義録である。
本書でセンは，ベンサムに発端する功利主義者に
対して，ひとの福祉を《冨裕》（物質的な豊かさ）
と同一視するアプローチが犯しがちな人間を疎外
した財貨崇拝的な誤りを免れている点で，好意的
な評価を惜しまない。だが，同時にセンは，ひと
の福祉に関する判断の情報的基礎を彼／彼女の主
観的満足の指標――《効用》ないし《厚生》――
のみに求める功利主義者の視野の狭さに対しては，
この指標が含む危険性を指摘して警鐘を乱打する
のである。
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例1. 効用フィルターの隠蔽的性格
われわれが敢えて欲するもの，またそれを得ら
れないときわれわれが痛みを覚えるものは，「実
現可能性」や「現実的な見通し」をどう考えるか
によって影響される。われわれが実際に獲得する
もの，また入手することを無理なく期待できるも
のに対して示す心理的な反応は，往々にして厳し
い現実への妥協を含んでいる。極貧から施しを求
める境遇に落ちたもの，かろうじて生延びてはい
るものの身を守るすべのない土地なし労働者，昼
夜暇なく働き詰めで過労の召使い，抑圧と隷従に
馴れその役割と運命に妥協している妻，こういっ
た人々はすべてそれぞれの苦境を甘受するように
なりがちである。かれらの窮状は平穏無事に生延
びるために必要な忍耐力によって抑制され覆い隠
されて，（欲望充足と幸福に反映される）効用の
ものさしにはその姿を現さないのである⑸。
例2. 選択機会の情報価値
選択という行為の価値は，最終的に選択された
選択肢の価値と必ずしも一致しない。たとえば，
われわれは餓死しないで済むにも関らず，政治的
な抗議の意志をこのうえなく強い形式で表現する
ために，敢えて食物の摂取を退けて《断食》を行
う。その結果としてしたがう尊厳死は，極貧のた
めに選択の余地なく襲う悲惨な餓死とは，医学的
には同じ衰弱死であるにせよ，政治的な意味はお
そらく決定的に異なっている。この差異を的確に
捕捉するためには，もっぱら最終的な帰結のみに
注目する帰結主義的な評価方法は明らかに不適切
である。われわれは，最終的な帰結の背後にあっ
た機会集合にまで，評価の情報的基礎を拡大すべ
きなのである。
例3. 社会的選択プロセスへの参加の権利
父親がひとつの同質的なケーキを，３人の子供
に分配する状況を考える。実行可能な分配方法と
しては，父親が自らケーキを３等分して，子供た
ちに平等に分配する方法と，父親が子供たちにナ
イフを委ねて，相談して衡平な分配方法を民主的
に決定させる方法の２つがあるものとする。第２
の分配方法の場合にも，結果的には第１の方法と
同じ平等分配が選択されるものとすれば，誰にど
れだけの量が最終的に帰属するかという究極的な
帰結にもっぱら注目する帰結主義的な評価方法に
よれば，両者は成果の観点から全く優劣の差がな
いことになる。だが，第１の分配方法は子供たち
にケーキの分配を決定するプロセスに主体的に参
加する権利を全く認めていないのに対して，第２
の分配方法は子供たちにケーキの分配を決定する
プロセスに参加して，最終的な帰結に到るまで意
思表明と相互交渉を行う権利を賦与している。帰
結主義的な評価方法は，帰結に関心を絞るあまり
第２の分配方法に内在する手続き的な特徴――個
人の《権利》の意義――を見失い，本来ならば重
大な差異を含む２つの分配方法を成果の観点から
全く優劣の差がないとする誤った判定に陥ってい
るのである。２つの分配方法の優劣を正しく評価
するためには，ケーキの最終的な帰属という帰結
のみに注目して代替的な分配方法の優劣を帰結主
義的に判定せず，分配方法に備わる手続き的特性
にも配慮する非帰結主義的な評価方法を用いるべ
きである。
4. 競争の法と政策への非帰結主義的アプローチ
プディングの味は食べてみて初めてわかるとい
う慣用句があるが，非帰結主義的アプローチの場
合も，具体的なコンテクストで適用を試みて，初
めてその意義と切れ味を理解できるものである。
本節では，厚生主義へのヒックスの訣別宣言の動
機付けとなった歴史的意義を考慮して，競争の法
と政策を具体的なコンテクストとして取りあげて，
ひとつのパイロット・スタディを行ってみたい。
4.1. 新たな競争ルールの設計と競争政策の執行
手段の拡充
新たな競争ルールの設計と競争政策の執行手段
の拡充を目的とする独占禁止法の改正が公正取引
委員会によって提起されて，現在激しい賛否両論
の渦中にある。この機会に公共の福祉のための制
度設計という基本的な観点に立ち戻って，競争の
法と政策の在り方について再検討することにした
い。
連合軍による占領下の戦後改革の一環として
1947年に原始独占禁止法が導入されて以来，政
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策環境の変化を反映して，日本の独禁法と競争政
策にはさまざまな部分的修正が施されてきた。競
争の制度的仕組みを整合化する必要性は，効率性
の観点からも衡平性の観点からも，いまや非常に
高い。独禁法は競争的な市場経済の基本的ルール
として，しばしば《経済憲法》と称される程に奉
られているが，競争の法と政策に対する一般のイ
メージは必ずしも肯定的・好意的なものではなく，
競争の社会的意義と競争政策の役割に対する一般
の理解も，決して行き届いているとはいえそうに
ない現状にある。
今回提案されている独禁法改正案の骨子は以下
の５点である。
A カルテル・入札談合に対する課徴金の制裁
的機能を明確化して，制度として自立させる
こと。
B 課徴金の水準を引き上げて，カルテル・入
札談合に対する抑止効果を強化すること。
C 公取委に新たに犯則調査権限を賦与して，
刑事告発のための調査権限の不備を解消する
こと。
D 行政上の制裁措置としての課徴金制度と刑
事上の制裁措置としての刑事罰制度との整合
化をはかるために，調整規定を導入すること。
E カルテル・入札談合に参加する企業が公取
委に情報提供する誘因を賦与するために，制
裁減免制度を導入すること。
この改正提案の意味とその意義を理解するため
には，課徴金制度の歴史的背景とその後の変遷に
ついて，最小限度の説明をしておく必要がある。
現行の制裁・措置体系の歪みを象徴する課徴金
制度は，抑止効果を殆ど期待できない排除措置命
令以外にはカルテル・入札談合への対抗手段に乏
しかった当時の独禁法の不備を補完する目的で，
1977年に導入された。その際に，憲法39条の二
重処罰の禁止規定との関係から，課徴金は一定の
抑止効果を目的としつつも法的には不当利得の剥
奪措置に過ぎず，行政的制裁手段ではないという
説明がなされたことが，課徴金のぬえ的性格と酷
評されるほどに，この制度の位置付けを不透明に
したのである。実のところこの説明は，1991年
の独禁法改正によって課徴金が大幅に引き上げら
れて制裁的機能が実質的に強化された段階で，す
でに破綻をきたしていたと私は考えている。
過去の歴史的経緯の後遺症が深刻な影響を残し
ているもうひとつの事例は，第一次石油危機を契
機として頻発した石油ヤミ・カルテルに対する公
取委の刑事告発（1974年）である。独禁法違反
に対する専属告発権を賦与されている公取委とは
いえ，刑事告発を実行した事例は非常に少なかっ
た。しかも，石油ヤミ・カルテル事件は検察側と
十分な事前協議をせずに告発が行われたため，検
察当局との間の混乱と軋轢という深刻な後遺症を
残したといわれている。この経緯を背景にして，
日米構造協議（1990年）において刑事告発の適
用を含めて独禁法の執行の厳格化をアメリカが強
く要求したために，公取委と検察当局の事前協議
を制度化した《告発問題協議会》が設置された。
この協議会において，検察側と公取委の合意が形
成された事案に限って刑事罰を適用するという慣
行が成立して，競争政策の執行上の制度的歪みの
もうひとつの契機となった。公取委は，東京高裁
への専属告発権という重要な権限を賦与されては
いるが，犯罪事実に関する証拠収集を行う目的で
調査を行う権限――犯則調査権限――は備えてい
ない。それなのに，事前協議方式のもとでは公取
委の調査によって起訴の見通しが立つことが告発
の事実上の要件となったため，公取委の調査は行
政処分の目的で行う調査の範囲で事実上は刑事事
件に関する証拠を収集するという歪みをもつこと
になったのである。
カルテル・入札談合に対する現行の措置体系が
含む第３の問題点は，事件の詳細に関する調査手
続きに，カルテル・談合への参加者が積極的に協
力する誘因がビルトインされていないという事実
である。違法行為への参加者に摘発のための証拠
の事前的・自発的な提供を期待するためには，証
拠の提供に対してなんらかの誘因を与えることが
必要である。だが，現行の独禁法にはその主旨の
仕組みは含まれていないのである⑹。
これらの歴史的経緯を踏まえてみると，今回の
改正案の５つのポイントは，それぞれに現行制度
の歪みや不備を正す正攻法の試みになっているこ
とが理解できる。この案に対する批判のなかには，
「官製談合で官側が処罰されないまま課徴金を引
き上げるのは納得できない」（日本経団連）など，
それなりに理解可能な主張もある⑺。他方では，
論者の誠意と見識が疑われる類の議論も横行して
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いる。後者の一例は，従来の課徴金制度でさえ不
況に苦しむ企業にとってはすでに過酷な負担であ
って，課徴金制度を一層厳格化する必要性も必然
性もないという主張である。この主張に対しては，
従来の制度でも十分にカルテル・入札談合に対す
る抑止効果があるというのであれば，目に余る累
犯行為が横行する現実をどのように合理化する積
りかと反問したい。また，課徴金制度の適用の引
き金を引くのは，まさに企業の違法行為に他なら
ない。そのような行為を敢えて行う企業に課され
る課徴金の過酷さを懸念する程に心優しい論者に
は，違法行為によって不衡平な処遇を受ける潜在
的競争者と一般消費者の苦境に対しては，どれ程
周到な配慮をする用意があるのかと反問したい。
今回の改正案には，競争の法と政策に対して今
後に期待される一層本格的な制度改革の予備作業
となり得る側面がある。それだけに，直接的な利
害関係者の観点のみに拘泥せず，競争的な市場機
構の社会的な機能とその意義を，的確・広範・公
正に視野におさめた公共的討議にこの改正案が付
されることを切望したい。以下ではこの主旨の公
共的討議を正しい軌道に乗せるために，いくつか
の交通整理を行うことにしたい。
4.2. 競争のフラクタル構造
競争を巡る議論を紛糾させる事情には，競争機
構の《多層性》と《複雑性》が含まれている。自
由主義的な経済社会では，ひとは他のひとびとと
様々なレベルで競争と協調の複雑な関係に立って
いる。最小単位の社会関係である家族関係のなか
にも，協調関係のみならず競争関係も含まれてい
る。また，家族の生計の基礎を稼得する営利企業，
非営利企業その他の組織の内部には，職業上の協
調関係と報酬・職位を巡る競争関係が共存してい
る。さらに，同一産業内の企業間の競争関係と協
調関係，産業の境界を踏み越える企業間の競争関
係と協調関係を経て，最上位に位置する国家間の
競争関係と協調関係に到るまで，競争と協調の複
雑な関係は，まさに現代社会における全ての経済
関係を貫いているのである。
ところで，複雑なリアス式海岸の写真の１部を
拡大すると，そのなかには全体の複雑な構造が再
生産されている。このように，複雑構造の本質は，
部分のうちに全体と類似した複雑性が再生産され
ることにある。この特徴は《フラクタル構造》と
称されているが，私は現代社会における競争と協
調の複雑な関係は，家族関係から国家間関係に到
る多くの層を貫いて，まさにフラクタル構造をも
っていると考えている。自由主義的な経済社会に
生きるひとは，競争のフラクタル構造のさまざま
な層に参加して自己のライフ・チャンスを自律的
に試す権利を――事前的には平等に――賦与され
ているのである。しかるに，競争は結果的には勝
者と敗者を作り出す粗野なメカニズムだから，家
族内部での力の支配に屈服した経験，組織への所
属を求める競争において比較優位を獲得するため
の入試・入社競争の経験，組織内部でお互いの顔
を意識して戦う競争の峻烈さと酷薄さなど，殆ん
どのひとは人生のどこかのステージで，そして競
争のフラクタル構造のどこかの層で，競争の陰惨
な側面に苦しんだ経験をもっている。それだけに，
多くのひとびとは競争のフラクタル構造の全体に
対するシステミックな評価よりも，自己の履歴に
刺のように残る競争の峻烈さと酷薄さの個人的経
験に引き摺られて，競争と競争政策に対する直観
的な評価――競争はせいぜい必要【悪】であって，
避けられれば避けるに越したことはないという通
念――を醸成しているように思われる。競争をせ
いぜい必要【悪】とみなす通念の背景には，経国
済民の基本原理は盲目的な競争に委ねるには重大
に過ぎるという――それなりに崇高な――理念の
みならず，実は競争の過酷さに対する――個人的
体験に根差した――嫌悪感も潜んでいると思われ
るのである。
競争の法と政策に関する公共的討議を正しい軌
道に乗せるためには，競争機構の機能をシステミ
ックに評価する中立的評価者の視点に立った討議
のルールを確立する必要がある。この不偏的な視
点に立てばこそ，競争のフラクタル構造の各層に
おける競争のフェア・ゲームの的確な設計と，自
己責任には帰着できない理由から競争機構によっ
て正当な処遇を受けられない立場のひとびとに対
する社会的安全網の慎慮的な設計も，建設的な軌
道に乗ることを期待できるからである。
4.3. アウトサイダー的観点とインサイダー的観
点：立場の互換性
サン＝テグジュペリの『星の王子さま』には
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「おとなは，だれも，はじめは子どもだった。し
かし，そのことを忘れずにいるおとなは，いくら
もいない」と記されている。あるグループの権益
を保護するための競争制限行為に加担する企業の
なかには，かつては特権グループのアウトサイダ
ーとして排除される悲哀を経験した企業もいるは
ずだが，特権グループのインサイダーとして禁断
の果実を口にした後も，かつての私憤・公憤を忘
れずにいる企業はいくらもいないようだ。
競争の法と政策を評価する際には，アウトサイ
ダー的観点とインサイダー的観点を複眼的に採用
して，不偏的な視点に立つ評価を形成する必要が
ある。例えば，ある産業――独禁法の言い回しで
は《事業分野》――内のグループが行う競争制限
行為は，そのグループのインサイダーの観点から
は合理的・互恵的にみえるにせよ，同一産業内の
アウトサイダー企業，その産業の製品を中間生産
物として需要する他産業の企業，最終消費者など
の視点に立てば，インサイダーがアウトサイダー
を搾取する不合理・不公正な仕組みに他ならない。
この行為が社会的に是認されるためには，アウト
サイダーにおよぶ《社会的損失》を補って余りあ
る《社会的便益》――これはインサイダーの《私
的便益》とは必ずしも一致しない――が，それに
よって作り出されている必要がある。独禁法の言
い回しを再度用いると，《公共の利益》に反しな
い競争制限行為のみが，独禁法による排除措置命
令や刑事訴追の対象外に置かれることになるので
ある。
それでは公共の利益とはなにか。独禁法の標準
的な教科書によれば，公共の利益という表現の意
味に関しては，３つの考え方がある⑻。第１の考
え方は，《公共の利益》とは《国民経済全体の利
益》であるとして，競争それ自体の価値を他の社
会的価値と比較衡量することを許容する立場であ
る。第２の考え方は，公共の利益とは競争の維持
それ自体であるとして，競争政策に関する決定を
行うに際しては競争それ自体の価値を他の社会的
価値と比較衡量する余地を認めない立場である。
第３の考え方は，公共の利益とは競争の維持それ
自体を直接には指すとしつつも，最終的には一般
消費者の利益保護，国民経済の民主的で健全な発
展など，他の社会的価値の勘案を認める折衷的な
立場である。独禁法のなかでこれほど中枢に位置
する概念に，これほど解釈上の曖昧さが残されて
いることは驚嘆に値するが，私見によれば第１の
考え方以外には整合的に維持可能な立場はあり得
ない。とはいえ，この考え方は《公共の利益》を
《国民経済全体の利益》と言い換えたに過ぎず，
競争それ自体の価値と比較衡量されるべき他の社
会的価値をさらに明示しない限り，議論は実質的
に一歩も前進していないことも事実である。
経済機構を評価する価値の視点が決定的な重要
性をもつのは，まさにこのコンテクストにおいて
のことである。厚生主義的な評価の視点に立てば，
《国民経済全体の利益》に対する解釈として，社
会的総余剰やパレート効率性のように【新】厚生
経済学でなじみ深い厚生評価の基準が登場してく
る。これに対して，非厚生主義的な帰結主義の立
場あるいは非帰結主義的な立場に依拠すれば，全
ての市場参加者に対する処遇の手続き的衡平性，
帰結の背後にある選択の機会の平等性，さらには
自己の選択責任には帰着できない不遇に対する社
会的補償の権利など，《国民経済全体の利益》に
はさまざまな非厚生主義的・非帰結主義的な価値
が含まれることになる。ヒックスが開いたパンド
ラの箱からは，実のところこれらの多彩な社会的
価値概念が飛散していたわけだが，厚生主義のフ
ィルターを通過する情報のみを観察し続けてきた
経済学者は，非厚生主義的・非帰結主義的な価値
の観点から競争政策の基礎を再構成する必要性に，
おそらく気付きもしなかったかに思われる。
4.4. 社会的選択プロセスへの参加の権利
競争を分析する非帰結主義的アプローチの１つ
の重要な視点は，社会的選択プロセスへの《参加
の権利》という考え方である。この視点に立てば，
現行の独禁法には，今後の公共的討議に値する２
つの重要な問題点が含まれているように思われる。
第１の問題点は，公取委がもつ《専属告発権
限》である。日本では，公取委がある競争制限行
為を独禁法の観点から不問に付すことを決定した
場合には，第３者がその判断にチャレンジして，
公取委の決定を覆す法的なチャネルは非常に限ら
れている。また，刑事告発を行う権限も公取委に
しか賦与されていないため，司法の判断を求めて
私訴を提起する可能性も――不公正な取引方法に
対する差止請求を除いて――広く一般国民に開か
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れているとは言い難い。この意味において，独禁
法の世界では一般国民は基本的にアウトサイダー
であって，インサイダーである公取委がイニシア
ティブを取らない限り，独禁法の適用プロセスに
参加する権利は非常に限られたチャネルを通じて
しか存在しないのである。
第２の問題点は，損害賠償の請求権に関わって
いる。日本の独禁法の世界では，民法上の不法行
為に基づく請求を別にして，公取委の審決が確立
した後でなければ損害賠償を請求できないという
《審決前置主義》の仕組みがあって，国民の競争
政策への参加の可能性をさらに厳しく制約してい
るのである。
このように，限られたチャネルであるにせよ，
専属告発権限や審決前置主義によって制約されつ
つも，独禁法の執行プロセスに一般国民が参加す
る権利が全くないわけではない。このチャネルの
存在の意義を正しく認識して，独禁法と競争政策
の問題領域に《参加の権利》という考え方を定着
させるためにも，競争を分析する非帰結主義的ア
プローチを体系的に推進する必要性は高いという
べきである。
4.5. 社会制度の合理的設計と民主的選択の
思想：批判と反批判
芥川竜之介の『河童』には，母親の胎内にいる
胎児に誕生の意思を問い掛ける印象的なシーンが
ある。河童の社会ならぬ人間の社会では，あらか
じめ誕生の意思を自発的に表明して生まれる権利
は賦与されていないため，われわれは承認の機会
も拒否の機会もないまま，現存する経済・社会制
度のもとに否応なく生まれ落ちる他はない。また，
現存する経済・社会制度は白紙の状態でひとびと
の合意に基づいて合理的に設計されて，民主的に
選択されたものではなく，歴史的な経緯を背景と
する漸進的進化の累積的プロセスを経て，現状に
辿り着いたものであるに過ぎない。それだけに，
制度の合理的設計と社会的選択という考え方に対
しては，歴史的な現実を無視した虚構の理論的シ
ナリオであるとして，しばしば強い批判が提起さ
れてきた。
この主旨の批判に対しては，合理的に設計され
た経済・社会制度は，現存する経済・社会制度の
欠陥を批判的に剔出して，よりよい制度へと改革
するための参照標準として十分な意義を担ってい
る点を強調したい。ジャン・ジャック・ルソーの
《自然状態》（state of nature）やジョン・ロール
ズの《原初状態》（original position）と同様に，
いまだかつて実在したことがなく，現に存在せず，
将来も実現することは決してないcounterfactual
な理論的虚構であっても，巧みに隠蔽された現実
の歪みに理解の光を照射するために十分な使用価
値をもっていることは，決して少なくはないから
である。
5. お わ り に
理論的産業組織論の発展を支えた応用ミクロ経
済学を熟知する読者ならば，非厚生主義的ないし
非帰結主義的な競争政策論の本格的展開が決して
平坦な道ではないことを，容易に推察できるはず
である。選択の《機会》と《手続き》の価値の重
要性を説得的に例示することはできても，これら
の非厚生主義的ないし非帰結主義的な価値を内在
化したミクロ経済学の開発でさえ，その大半は今
後の研究に委ねられているのが実状なのである。
現在までの研究は，帰結主義的な評価原理と非帰
結主義的な評価原理の構造を正確に対照するため
に，２つの評価原理の分岐点を明らかにする公理
的な特徴付け定理を確立したSuzumura and Xu
（2001,2003）が，この分野における最初の一歩を
記しているに過ぎない段階にある。本稿における
パイロット・スタディは，ヒックスのマニフェス
トに応答して今後進められる研究プログラムの表
面を撫でた程度のものでしかないが，この魅力的
な研究分野への招待状としてなにがしかの意義を
認められれば，本稿の役割は果されたことになる。
［注］
⑴ たとえば，今後暫くは競争政策の経済学の代表的な
教科書とされるであろうMotta（2004）には，ヒッ
クスの厚生主義批判も厚生主義からの訣別宣言も，一
切触れられていない。
⑵ ハイエクの批判については，Hayek（1948,1978）
を参照せよ。
⑶ ボーモルによる第１の通念の再述に関しては，
Baumol（1982）を参照せよ。
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⑷ 以下の考察の詳細に関しては，伊藤・清野・奥野・
鈴村（1988), 第Ⅳ部，Konishi,Okuno-Fujiwara and
 
Suzumura（1990），Mankiw and Whinston（1986），
Okuno-Fujiwara and Suzumura（1993），Suzumura
（1995），Suzumura and Kiyono（1987）を参照せよ。
⑸ Sen（1985）邦訳pp.35-6。
⑹ 石油ヤミ・カルテル事件の場合には，告発された石
油元売り12社と石油連盟側には通産省の行政指導に
従ったまでだという認識と憤懣があって，その主張を
根拠つけるために，むしろ積極的に情報提供を行った
といわれている。
⑺ とはいえ，国と地方公共団体などの職員が入札談合
などに関与するいわゆる官製談合を防止して，官公需
分野における競争促進と予算執行の適正化を計るため
に，議員立法によって『入札談合等関与行為の排除及
び防止に関する法律』が2003年１月に施行されて，
官製談合行為に対する行政措置・賠償請求措置・懲戒
事由調査措置はすでに制度化されている。これらの措
置が不十分であることが事実であるにせよ，その理由
で現行独禁法の歪みと不備を是正する改正案を阻止す
べき根拠は，いかにも薄弱だといわざるを得ない。
⑻ 例えば川濱 昇・瀬領真悟・泉水文雄・和久井理子
（2003）pp.113-14を参照せよ。
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